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府調査統計課情報分析担当

平成２０年度府民経済計算推計結果概要

はじめに

　府民経済計算は、府内の経済活動を生産、分配、

支出の三面から総合的、体系的に把握し、府経済の

規模、構造などを明らかにしようとするものです。

　このほど平成20年度の推計結果をとりまとめま

したので、その概要をお知らせします。

　なお、利用に当たっては次の点に留意してくださ

い。

・ 統計表中の計数は単位未満四捨五入していますの

で、総数と内訳が一致しない場合があります。

・ 国民経済計算の数値は、「国民経済計算年報（平成

22年版）」によるものです。

�

１　平成20年度府(国)民経済計算の概要

　平成20年度の日本経済は、19年度後半から足踏

み状態に入っていましたが、20年度後半になると、

アメリカのリーマン・ブラザーズ破綻による世界的

な金融危機で、輸出・企業収益の大幅な減少、円高

の進行などもあって、景気は大きく後退しました。

表１　府(国)内需要(名目)の動き(対前年度増加率） 図１　経済成長率(実質)の推移

（単位：％）

府（国）内総生産

　民間最終消費支出

　政府最終消費支出

　民間住宅投資

　民間企業設備投資

　公的総固定資本形成

19年度

1.1

2.6

0.7

△ 5.1

△ 1.8

19.5

京都府 国

　国内需要（名目）の動きをみますと、民間最終消

費支出は、20年度後半からリーマンショックの影

響により、自動車などの耐久消費財が大幅に減少す

る中で、全体として緩やかに減少し、民間企業設備

投資は、輸出の大幅な減少に伴う売上高の減少で、

5.7％減と６年ぶりに減少しました。民間住宅投資は、

前年の改正建築基準法施行の影響から持ち直したも

のの、２年連続減少し、公的総固定資本形成は減少

傾向をたどりました。

　その他、景気が大きく後退する中で、雇用情勢で

は、有効求人倍率は低下し、雇用者数も20年度に

入ると減少しました。物価面では、20年度後半に

なると、高騰していた原油などの価格が急落に転じ

る中で、消費者物価指数は、緩やかな下落傾向とな

りました。

　この結果、20年度の国内総生産は、名目で494兆

1987億円、物価変動による影響を除外した実質（平

成12年暦年連鎖価格による。以下同じ）で541兆

4944億円となりました。

　経済成長率（国内総生産の対前年度増加率）は、

名目でマイナス4.2％と6年ぶりに、実質でマイナス

3.7％と7年ぶりに減少に転じました。

(表１）

(図１、表２）
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平成２０年度の府経済成長率　名目ﾏｲﾅｽ2.5%、実質ﾏｲﾅｽ2.2%

－名目実質ともに７年ぶりのマイナス成長－
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表２　主要経済指標（対前年度増加率）

　注　１　鉱工業生産指数及び製造品出荷額等は暦年値�

２　平成19年度製造品出荷額等は、調査項目の変更があったため、

　　前年の数値の比較が出来ない。

３　国内企業物価指数は国の数値のみ�  

４　京都府の消費者物価指数は京都市の数値�  

５　完全失業率は実数の暦年値、京都府は近畿の数値�  

６　有効求人倍率は実数（新規学卒者を除き、パートを含む）�  

７　家計消費支出（名目）は暦年値、京都府は近畿の数値�  

図２　府内総生産の対前年度増加率の推移

　20年度の京都府経済は、19年度後半から国内外

の景気の低迷で足踏み状態が続いていましたが、

折りしからのリーマンショックの影響により、景

気は大きく後退しました。府内需要（名目）の動

きをみますと、民間最終消費支出が微増ながら7年

連続で増加したものの、民間住宅投資が、前年の

改正建築基準法施行などの影響により3年連続で減

少し、民間企業設備投資も、製造業を中心に2年連

続で減少しました。また、公的総固定資本形成は、

府・市町村普通建設費が減少したため、2年ぶりに

減少に転じました。

　この結果、府内総生産は、名目で9兆9222億円、

実質で10兆8455億円となりました。経済成長率（府

内総生産の対前年度増加率）は､名目でマイナス2.5

％､実質でマイナス2.2％となり、名目、実質ともに

7年ぶりのマイナス成長となりました。

（表１）

（図２、第１表、第２表）

（単位：％）

経　済

成長率

生　産

物　価

労　働

�

�

需　要

府内、国内総生産（名目）

府内、国内総生産（実質）

鉱工業生産指数（製造工業）

製造品出荷額等

国内企業物価指数（総平均）

消費者物価指数（総合）

完全失業率

有効求人倍率（倍）

百貨店販売額

スーパー販売額

家計消費支出（名目）

新設住宅着工戸数

新設住宅着工床面積

着工建築物工事費予定額

19年度

1.1

1.6

0.2

-

-

0.0

4.4

0.92

△ 9.4

3.1

0.9

△ 29.2

△ 26.5

△ 24.8

京都府 国

20年度

△ 2.5

△ 2.2

△ 0.7

△ 7.8

-

1.0

4.5

0.79

△ 5.8

△ 0.9

2.8

1.5

△ 3.0

0.9

19年度

0.9

1.8

2.8

-

2.3

0.0

3.9

1.02

△ 2.1

2.1

1.3

△ 19.4

△ 18.7

△ 13.7

20年度

△ 4.2

△ 3.7

△ 3.4

△ 0.3

3.1

1.4

4.0

0.77

△ 6.9

△ 0.1

△ 0.1

0.3

△ 2.3

6.2

　注　デフレーター：物価調整指数。物価変動の影響を除いた経済

　　の実質的な伸びをみるため、参照年（現在は平成12暦年）の名

　　目値を評価基準とした実質値を算出する際に用いられる。

　名目値÷デフレーター＝実質値

２　経済活動別府内総生産

　－７年ぶりに減少に転じた製造業－

　府内総生産（名目）の対前年度増加率（2.5％減）

の経済活動別寄与度をみますと、製造業△1.4％（19

年度0.7％）、金融・保険業△0.9％（同△0.2％）、

建設業△0.7％（同△0.0％）などとなっています。�

�

　経済活動別の動きをみますと、卸売・小売業は、

2.3％増（同2.8％減）、不動産業（大半は持ち家の

帰属家賃）は1.6％増（同2.6％増）と増加しました

が、金融・保険業は、民間金融業などの減少で15.2

％減（同3.5％減）と３年連続、建設業は、民間建

築工事などの減少で15.4％減（同0.5％減）と8年連

続でそれぞれ減少しました。また、府内総生産の２

割以上を占めている製造業は対前年度増加率で5.9

％減（同3.1％増）と7年ぶりに減少に転じました。

これを産業中分類にみますと、その他の製造業や一

般機械、金属製品などで減少しています。

（第１表）
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図５　経済活動別府(国)内総生産(名目)の構成比の推移

　次に府の産業構造の特徴を特化係数でみますと、

対家計民間非営利サービス生産者が1.6と高く、こ

れに対し農林水産業が0.3と低くなっています。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図４）

　また、府の産業構造の推移をみますと、8年度か

ら20年度までの12年間に建設業の構成比は、6.9％

から3.7％、卸売・小売業は16.0％から13.4％へと

それぞれ3.2ポイント、2.6ポイント低下しています。

　これらに対し、サービス業は17.4％から20.6％、

不動産業は13.2％から15.8％とそれぞれ3.2ポイント、

2.6ポイント上昇しています。    　　　　 （図５）

図３　府内総生産(名目)の経済活動別寄与度の推移

図４　経済活動別府内総生産（名目）の特化係数

注　特化係数 ＝
京都府の構成比（年度値）

 全国の構成比（暦年値）

特　　　集
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図７　１人当たり府民所得と国民所得の推移

４　府内総生産(支出側）

　－７年ぶりに減少に転じた府内総生産(支出側)－

　20年度の府内総生産（支出側）は、名目で9兆

9222億円で、2.5％減（19年度1.1％増）となり、

７年ぶりに減少に転じました。　　　　　（第４表）

　府内総生産（支出側）の項目別の動きをみますと、

民間最終消費支出は5兆2918億円で0.3％増(19年度

2.6％増）と７年連続で増加しました。民間最終消

費支出の９割以上を占める家計最終消費支出は0.1

％増（同3.0％増）となり、これを費目別にみますと、

被服及び履物費が14.4％増（同10.9％減）、教養娯

楽費が7.2％増（同7.5％増）、保健医療費が3.3％増

（同0.9％増）など７費目で増加し、交通・通信費

が5.2％減（同3.9％増）など３費目で減少となって

います。

　また､介護給付費の増加などにより、政府最終消

費支出は1兆8292億円、1.0％増（19年度0.7％増）

と５年連続で増加しました。

　総資本形成は1兆9341億円で、6.3％減（19年度

4.2％増）と２年ぶりに減少に転じました。これは、

民間企業の設備投資が5.9％減（同1.8％減）、民間

住宅投資が15.0％減（同5.1％減）と、それぞれ２

年連続で減少したことなどによるものです。　（図９）

　財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合

は、8670億円で15.0％減（19年度10.3％減）と４

年連続で減少しました。

３　府民所得の分配

　－７年ぶりに減少に転じた府民所得－

　20年度の府民所得は7兆6863億円で、3.9％減（19

年度4.1％増）となり、７年ぶりに減少に転じました。  

対前年度増加率（3.9％減）の項目別寄与度をみま

すと、府民雇用者報酬が△0.5％（19年度0.8％）、

財産所得が△0.6％(同0.7％)､企業所得が△2.8％（同

2.7％）となっています。

　項目別の動きをみますと、府民雇用者報酬は5兆

1970億円で、0.8％減（19年度1.2％増）と４年ぶ

りに減少に転じました。その内訳は、府民雇用者

報酬の８割以上を占める賃金・俸給が0.5％増（同

1.0％増）、雇主の社会負担が7.8％減（同2.0％増）

となっています。

　財産所得は2419億円で、16.1％減（19年度21.8％

増）と５年ぶりに減少に転じました。部門別にみ

ますと、一般政府が14.3％減（同1.0％減）、家計

が6.5％減（同13.4％増）などとなっています。 

　企業所得は2兆2474億円で、9.1％減（19年度

9.1％増）と２年ぶりに減少に転じました。部門別

にみますと、民間法人企業が11.9％減（同11.4％

増）、公的企業が63.1％減（同62.2％増）などと

なっています。

　－１人当たり府民所得は292万4千円－

  府民所得を総人口（20年10月1日現在の総務省推

計人口）で除した１人当たり府民所得は292万4千

円で前年度（303万5千円）に比べ11万1千円、3.7

％の減少となりました。 （図７）

図６　項目別所得の対前年度増加率の推移

(図６、第３表)
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第１表　経済活動別府内総生産(名目）  （単位：百万円、％）

１産     　   業

　 ⑴ 農 林 水 産 業

     

　 ⑵ 鉱 　 　 　 業

　　⑶　製　　　造　　　業

 

  

２ 政 府 サ ― ビ ス 生 産 者

３ 対 家 計 民 間 非 営 利 　 　

　　　　　　サ―ビス生産者

４ 小 　 　 計 （ １ ＋ ２ ＋ ３ ）

５輸入品に課される税・関税

 ６ 府 内 総 生 産（４＋５）

食　　  料   　　品

繊　　　　　　 維

パ　ル　プ　・ 紙

化　　　　　　 学

石 油・石 炭 製 品 

窯 業 ・ 土石製品

一   次   金   属

金   属   製   品

一   般   機   械

電   気   機   械

輸 送 用 機 械

精   密   機   械

そ の 他 の製造業

a

b

c

d

e

f

g

h

i

j

k

l

m

農 業

林 業

水 産 業

a

b

c

建 設 業

電気・ガス・水道業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

運 輸 ・ 通 信 業

サ ― ビ ス 業

⑷

⑸

⑹

⑺

⑻

⑼

⑽

電気・ガス・水道業

サ ― ビ ス 業

公 務

⑴

⑵

⑶

総資本形成に係る消費税

帰 属 利 子

(控除)

(控除)

第 １ 次 産 業

第 ２ 次 産 業

第 ３ 次 産 業

(参考)

(参考)

(参考)

サ ― ビ ス 業⑴

項　　　　　　　　目
2

平成18年度
006

19年度
2007

対前年度増加率 構　成　比

18年度 19年度18年度 19年度 20年度20年度
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図９　総固定資本形成の推移図８　家計最終消費支出の推移
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食　料　費
光　熱　・　水　道　費
被　服　及　び　履　物　費
交　通　・　通　信　費
教　養　娯　楽　費

兆 円

８
平　成

年　度

3 

2 

1 

0

　一　般　政　府　投　資 
　公　的　企　業　設　備　投　資
　公　的　住　宅　投　資 
　民　間　企　業　設　備　投　資
　民　間　住　宅　投　資

兆 円

特　　　集

9,092,644

51,116

43,348

3,975

3,793

4,356

2,320,966

612,856

59,758

38,602

68,407

1,680

104,143

39,764

99,258

212,366

420,530

125,648

121,117

416,836

440,751

266,826

1,332,502

595,126

1,500,532

576,464

2,004,005

1,002,676

149,053

290,715

562,908

329,960

329,960

10,425,281

107,346

53,835

419,328

10,059,463

51,116

2,766,074

7,608,091

9,196,622

50,878

43,997

3,275

3,605

4,023

2,392,860

725,259

57,222

39,622

80,261

1,830

128,445

37,544

104,581

238,040

353,153

123,744

110,806

392,353

438,340

256,821

1,294,893

574,245

1,539,440

586,712

2,058,412

1,008,491

148,721

293,943

565,827

324,691

324,691

10,529,805

113,392

62,039

408,273

10,172,884

50,878

2,835,223

7,643,704

8,921,517

45,553

38,239

3,844

3,470

2,813

2,252,497

770,916

55,132

39,778

74,793

3,877

110,419

26,718

79,156

195,957

337,952

109,521

104,850

343,428

370,843

250,185

1,324,954

487,198

1,564,681

574,987

2,047,807

1,004,694

153,083

283,285

568,326

330,974

330,974

10,257,185

118,203

61,636

391,584

9,922,169

45,553

2,626,153

7,585,479

△0.3

1.1

△1.5

32.1

6.2

△20.2

1.6

△0.4

△5.1

△12.0

26.2

218.1

11.0

79.3

15.9

△3.0

△11.7

2.1

3.9

12.4

△1.6

△7.7

△5.7

△3.3

1.4

△1.3

2.8

1.9

0.3

2.4

2.1

4.8

4.8

0.1

12.9

4.8

△1.5

0.2

1.1

1.0

△ 0.3

1.1

△0.5

1.5

△17.6

△4.9

△7.6

3.1

18.3

△4.2

2.6

17.3

8.9

23.3

△5.6

5.4

12.1

△16.0

△1.5

△8.5

△5.9

△0.5

△3.7

△2.8

△3.5

2.6

1.8

2.7

0.6

△0.2

1.1

0.5

△1.6

△1.6

1.0

5.6

15.2

△2.6

1.1

△ 0.5

2.5

0.5

△3.0

△10.5

△13.1

17.4

△3.8

△30.1

△5.9

6.3

△3.7

0.4

△6.8

111.9

△14.0

△28.8

△24.3

△17.7

△4.3

△11.5

△5.4

△12.5

△15.4

△2.6

2.3

△15.2

1.6

△2.0

△0.5

△0.4

2.9

△3.6

0.4

1.9

1.9

△2.6

4.2

△0.7

△4.1

△2.5

△ 10.5

△ 7.4

△ 0.8

90.4

0.5

0.4

0.0

0.0

0.0

23.1

6.1

0.6

0.4

0.7

0.0

1.0

0.4

1.0

2.1

4.2

1.2

1.2

4.1

4.4

2.7

13.2

5.9

14.9

5.7

19.9

10.0

1.5

2.9

5.6

3.3

3.3

103.6

1.1

0.5

4.2

100.0

0.5

27.5

75.6

90.4

0.5

0.4

0.0

0.0

0.0

23.5

7.1

0.6

0.4

0.8

0.0

1.3

0.4

1.0

2.3

3.5

1.2

1.1

3.9

4.3

2.5

12.7

5.6

15.1

5.8

20.2

9.9

1.5

2.9

5.6

3.2

3.2

103.5

1.1

0.6

4.0

100.0

0.5

27.9

75.1

89.9

0.5

0.4

0.0

0.0

0.0

22.7

7.8

0.6

0.4

0.8

0.0

1.1

0.3

0.8

2.0

3.4

1.1

1.1

3.5

3.7

2.5

13.4

4.9

15.8

5.8

20.6

10.1

1.5

2.9

5.7

3.3

3.3

103.4

1.2

0.6

3.9

100.0

0.5

26.5

76.4

20年度
2008
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第２表　経済活動別府内総生産(実質：連鎖方式)(平成12暦年連鎖価格)

(単位：百万円、％)

デフレーター対前年度増加率� 
20年度
2008

19年度
2007

平成18年度
2006

項 目
18年度 19年度 20年度18年度 19年度 20年度

農 林 水 産 業

１産　　　　　　　　　　業

２ 政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

３ 対 家 計 民 間 非 営 利 　 　

サービス生産者

４ 小  　 　 　 計

５輸入品に課される税・関税

６府内総生産（連鎖価格 )

７開差（６－１－２－３－５）

食 料 品

繊 維

パ　ル　プ　・ 紙

化 学

石 油 ・ 石 炭 製 品  

窯 業 ・ 土 石 製 品

一 次 金 属

金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 械

輸 送 用 機 械

精 密 機 械

そ の 他 の 製 造 業

⑴

鉱 業⑵

製 造 業⑶

建 設 業⑷

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

⑸

⑹

⑺

不 動 産 業

運 輸 ・ 通 信 業

サ ― ビ ス 業

⑻

⑼

⑽

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

サ ― ビ ス 業

公 務

⑴

⑵

⑶

サ ― ビ ス 業⑴

総資本形成に係る消費税(控除)

第 １ 次 産 業

第 ２ 次 産 業

第 ３ 次 産 業

(参考)

(参考)

(参考)

帰 属 利 子(控除)

a

b

c

d

e

f

g

h

i

j

k

l

m

農 業

林 業

水 産 業

a

b

c

9,909,950

54,947

44,463

6,131

4,481

5,732

2,821,771

649,172

64,569

43,385

78,183

1,481

111,087

35,657

95,717

239,888

825,027

131,361

136,972

455,205

451,187

316,988

1,369,945

579,037

1,521,134

644,495

2,175,481

1,050,189

151,302

306,454

592,597

351,945

351,945

11,312,266

81,322

62,062

423,058

10,909,679

1,393

53,188

3,200,494

8,097,388

10,083,960

57,723

47,950

5,280

4,167

4,872

2,981,641

764,189

62,271

44,100

91,495

1,524

138,299

32,858

99,334

274,154

771,111

136,210

129,616

439,459

438,390

308,111

1,318,395

561,907

1,562,716

659,344

2,240,240

1,049,181

148,157

309,519

591,785

346,704

346,704

11,479,133

80,011

66,882

408,221

11,085,997

1,244

51,123

3,252,766

8,190,228

9,817,996

55,324

44,644

6,895

4,071

3,196

2,829,772

773,303

60,347

41,354

85,399

3,055

115,523

26,015

69,526

236,010

810,889

137,432

126,386

388,075

365,957

302,731

1,322,267

468,318

1,591,112

687,813

2,238,348

1,034,065

147,365

297,559

589,299

356,446

356,446

11,208,810

81,853

66,330

384,060

10,845,508

5,539

48,999

3,028,259

8,136,477

0.7

△0.7

△3.0

25.8

5.6

△18.0

4.7

0.5

△5.9

△8.3

28.1

196.0

9.9

58.7

18.7

△0.2

△4.2

4.3

10.3

15.9

△1.6

△5.4

△6.4

△5.1

1.7

△0.3

4.0

2.4

△0.3

3.3

2.7

4.8

4.8

1.0

3.1

3.6

△3.4

1.2

- 

△3.9

1.6

1.1

1.8

5.1

7.8

△13.9

△7.0

△15.0

5.7

17.7

△3.6

1.6

17.0

2.9

24.5

△7.8

3.8

14.3

△6.5

3.7

△5.4

△3.5

△2.8

△2.8

△3.8

△3.0

2.7

2.3

3.0

△0.1

△2.1

1.0

△0.1

△1.5

△1.5

1.5

△1.6

7.8

△3.5

1.6

- 

△3.9

1.6

1.1

△2.6

△4.2

△6.9

30.6

△2.3

△34.4

△5.1

1.2

△3.1

△6.2

△6.7

100.4

△16.5

△20.8

△30.0

△13.9

5.2

0.9

△2.5

△11.7

△16.5

△1.7

0.3

△16.7

1.8

4.3

△0.1

△1.4

△0.5

△3.9

△0.4

2.8

2.8

△2.4

2.3

△0.8

△5.9

△2.2

- 

△4.2

△6.9

△0.7

91.8

93.0

97.5

64.8

84.6

76.0

82.3

94.4

92.6

89.0

87.5

113.4

93.7

111.5

103.7

88.5

51.0

95.7

88.4

91.6

97.7

84.2

97.3

102.8

98.6

89.4

92.1

95.5

98.5

94.9

95.0

93.8

93.8

92.2

132.0

86.7

99.1

92.2

- 

96.1

86.4

94.0

91.2

88.1

91.8

62.0

86.5

82.6

80.3

94.9

91.9

89.8

87.7

120.0

92.9

114.3

105.3

86.8

45.8

90.8

85.5

89.3

100.0

83.4

98.2

102.2

98.5

89.0

91.9

96.1

100.4

95.0

95.6

93.7

93.7

91.7

141.7

92.8

100.0

91.8

- 

99.5

87.2

93.3

90.9

82.3

85.7

55.7

85.2

88.0

79.6

99.7

91.4

96.2

87.6

126.9

95.6

102.7

113.9

83.0

41.7

79.7

83.0

88.5

101.3

82.6

100.2

104.0

98.3

83.6

91.5

97.2

103.9

95.2

96.4

92.9

92.9

91.5

144.4

92.9

102.0

91.5

- 

93.0

86.7

93.2

注１　実質値の計数は加法整合性がないため、総数と内訳の合計は一致しない。� 

　２　デフレーターは、平成12暦年＝100とする連鎖方式デフレーター� 
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第３表　府民所得の分配
�（単位：百万円、％）

5,177,980

4,377,227

800,753

528,237

272,516

236,691

580,617

343,925

△140,607

112,470

253,078

368,872

△17,221

64,220

81,441

155,299

202,369

28,426

8,426

17,833

9,407

2,266,302

1,325,036

1,038,202

286,834

26,749

2,759

23,990

914,517

710

380,073

533,735

7,680,974

788,557

8,469,531

756,212

△389,443

1,073,304

△128,809

201,160

9,225,743

962,342

1,721,253

6,332,561

209,586

10,361,297

2,907千円

2,937千円

5,237,839

4,420,838

817,000

529,091

287,909

288,241

633,379

345,138

△141,992

117,126

259,118

418,478

9,453

85,991

76,538

197,463

187,604

23,957

11,755

21,237

9,482

2,471,490

1,476,348

1,200,272

276,077

43,399

11,855

31,544

951,742

1,243

408,240

542,260

7,997,569

778,603

8,776,172

736,619

△350,923

1,054,715

△156,159

188,987

9,512,791

1,168,824

1,691,326

6,451,900

200,742

10,660,016

3,035千円

2,963千円

5,197,040

4,443,802

753,238

526,100

227,138

241,918

580,168

338,250

△162,232

95,754

257,986

391,339

10,821

82,777

71,956

191,432

160,938

28,148

12,811

21,119

8,308

2,247,374

1,301,371

1,042,338

259,032

15,995

△1,410

17,405

930,008

△53

367,369

562,692

7,686,332

790,315

8,476,647

934,604

△250,474

1,033,515

△29,630

181,193

9,411,251

1,066,892

1,661,599

6,488,756

194,004

10,382,381

2,924千円

2,754千円

3.4

2.7

7.6

3.3

17.0

6.8

4.0

2.1

△1.7

8.0

4.4

4.1

57.3

44.5

△4.0

△10.5

1.8

26.8

54.4

17.7

△3.0

△5.4

△6.6

△7.3

△3.7

39.0

147.5

△4.3

△4.5

△58.7

△12.0

1.9

0.8

2.5

0.9

△17.0

△32.8

△3.4

△40.1

8.6

△0.8

△15.9

△1.2

1.7

10.0

0.9

1.0

2.5

1.2

1.0

2.0

0.2

5.6

21.8

9.1

0.4

△1.0

4.1

2.4

13.4

154.9

33.9

△6.0

27.2

△7.3

△15.7

39.5

19.1

0.8

9.1

11.4

15.6

△3.8

62.2

329.8

31.5

4.1

75.1

7.4

1.6

4.1

△1.3

3.6

△2.6

9.9

△1.7

△21.2

△6.1

3.1

21.5

△1.7

1.9

△4.2

2.9

4.4

0.9

△0.8

0.5

△7.8

△0.6

△21.1

△16.1

△8.4

△2.0

△14.3

△18.2

△0.4

△6.5

14.5

△3.7

△6.0

△3.1

△14.2

17.5

9.0

△0.6

△12.4

△9.1

△11.9

△13.2

△6.2

△63.1

△111.9

△44.8

△2.3

△104.2

△10.0

3.8

△3.9

1.5

△3.4

26.9

28.6

△2.0

81.0

△4.1

△1.1

△8.7

△1.8

0.6

△3.4

△2.6

△3.7

△7.1

67.4

57.0

10.4

6.9

3.5

3.1

7.6

4.5

△1.8

1.5

3.3

4.8

△0.2

0.8

1.1

2.0

2.6

0.4

0.1

0.2

0.1

29.5

17.3

13.5

3.7

0.3

0.0

0.3

11.9

0.0

4.9

6.9

100.0

10.3

110.3

9.8

△ 5.1

14.0

△ 1.7

2.6

120.1

12.5

22.4

82.4

2.7

134.9

-

-

65.5

55.3

10.2

6.6

3.6

3.6

7.9

4.3

△1.8

1.5

3.2

5.2

0.1

1.1

1.0

2.5

2.3

0.3

0.1

0.3

0.1

30.9

18.5

15.0

3.5

0.5

0.1

0.4

11.9

0.0

5.1

6.8

100.0

9.7

109.7

9.2

△ 4.4

13.2

△ 2.0

2.4

118.9

14.6

21.1

80.7

2.5

133.3

-

-

67.6

57.8

9.8

6.8

3.0

3.1

7.5

4.4

△2.1

1.2

3.4

5.1

0.1

1.1

0.9

2.5

2.1

0.4

0.2

0.3

0.1

29.2

16.9

13.6

3.4

0.2

△0.0

0.2

12.1

△0.0

4.8

7.3

100.0

10.3

110.3

12.2

△ 3.3

13.4

△ 0.4

2.4

122.4

13.9

21.6

84.4

2.5

135.1

-

-

構成比対前年度増加率� 
20年度
2008

19年度
2007

平成18年度
2006

項 目
18年度 19年度 20年度18年度 19年度 20年度

賃  金 ・ 俸  給

１ 府 民 雇 用 者 報 酬

２ 財 産 所 得 (非企業部門)

３企業所得(法人企業の分配所得受払後)

４ 府 民 所 得 ( 1 + 2 + 3 )

５生産・輸入品に課される税 (控除)補助金

６府民所得(4+5)(市場価格表示)

７ そ の 他 の 経 常 移 転 ( 純 )

８ 府 民 可 処 分 所 得 ( 6 + 7 )

(参考）府民総所得（市場価格)

１ 人 当 た り 府 民 所 得

１ 人 当 た り 国 民 所 得

⑴

一 般 政 府⑴

家 計⑵

対家計民間非営利団体⑶

雇 主 の 社 会 負 担⑵

非金融法人企業および金融機関⑴

一 般 政 府

家計(個人企業を含む)

対家計民間非営利団体

⑵

⑶

⑷

非金融法人企業および金融機関⑴

一 般 政 府

家計(個人企業を含む)

対家計民間非営利団体

⑵

⑶

⑷

民 間 法 人 企 業⑴

公 的 企 業⑵

個 人 企 業⑶

雇主の現実社会負担

雇主の帰属社会負担

a

b

非 金 融 法 人 企 業

金 融 機 関

a

b

非 金 融 法 人 企 業

金 融 機 関

a

b

利 子a

配 当 ( 受 取 )

保険契約者に帰属する財産所得

賃 貸 料 (受 取)

b

c

d

農 林 水 産 業

その他の産業(非農林水・非金融)

持 ち 家

a

b

c

受 取

支 払

(a)

(b)

受 取

支 払

(a)

(b)

受 取

支 払

(a)

(b)

受 取

支 払

(a)

(b)



5,142,499

4,942,517

971,162

1,535,075

225,203

114,159

175,405

268,297

539,515

161,917

437,070

514,715

199,982

1,798,659

1,981,851

1,954,607

1,588,053

329,830

1,258,223

366,554

8,553

63,344

294,658

27,244

23,777

3,467

1,136,454

6,975,038

6,188,108

349,525

10,059,463

301,834

10,361,297

4,958,601

2,420,539

1,891,766

844,142

55,585

10,059,463

5,142,499

1,798,659

1,954,607

27,244

6,975,038

6,188,108

349,525

10,059,463

5,003,707

2,506,731

1,883,843

830,450

51,847

10,172,884

5,277,849

1,810,931

1,986,265

77,965

7,153,106

6,371,114

237,881

10,172,884

4,925,612

2,300,508

1,905,734

838,732

48,417

9,922,169

5,291,819

1,829,227

1,865,820

68,314

6,669,112

6,126,448

324,325

9,922,169

1.9

△ 4.2

1.0

1.4

△ 11.6

0.2

0.4

1.9

△ 0.7

17.8

3.1

1.4

△ 29.0

0.2

0.9

3.6

△ 0.4

△ 1.6

△ 6.7

1.1

2.6

0.7

1.6

186.2

2.6

3.0

△ 31.9

1.1

△ 1.6

△ 8.2

1.2

1.0

△ 6.6

△ 2.5

0.3

1.0

△ 6.1

△ 12.4

△ 6.8

△ 3.8

36.3

△ 2.5

49.3

24.1

18.8

8.4

0.6

100.0

51.1

17.9

19.4

0.3

69.3

61.5

3.5

100.0

49.2

24.6

18.5

8.2

0.5

100.0

51.9

17.8

19.5

0.8

70.3

62.6

2.3

100.0

49.6

23.2

19.2

8.5

0.5

100.0

53.3

18.4

18.8

0.7

67.2

61.7

3.3

100.0

5,277,849

5,092,335

1,002,734

1,562,739

231,112

122,578

156,216

270,680

560,299

175,534

469,776

540,669

185,514

1,810,931

2,064,230

1,986,265

1,548,350

312,938

1,235,411

437,916

6,936

152,594

278,386

77,965

79,572

△1,607

1,019,873

7,153,106

6,371,114

237,881

10,172,884

487,131

10,660,016

5,291,819

5,099,802

1,031,231

1,588,063

234,553

123,493

178,700

279,517

531,236

170,705

503,499

458,805

192,017

1,829,227

1,934,134

1,865,820

1,428,488

265,909

1,162,579

437,332

7,015

185,577

244,740

68,314

61,667

6,647

866,988

6,669,112

6,126,448

324,325

9,922,169

460,213

10,382,381

0.4

0.3

△2.5

1.9

0.2

△6.4

10.1

△3.0

△0.4

5.5

△1.6

2.1

2.1

1.9

△0.5

△0.7

2.2

0.5

2.7

△11.6

△29.2

5.2

△13.9

17.8

4.6

763.9

△1.5

3.1

1.4

△29.0

0.2

31.3

0.9

2.6

3.0

3.3

1.8

2.6

7.4

△10.9

0.9

3.9

8.4

7.5

5.0

△7.2

0.7

4.2

1.6

△2.5

△5.1

△1.8

19.5

△18.9

140.9

△5.5

186.2

234.7

△146.4

△10.3

2.6

3.0

△31.9

1.1

61.4

2.9

0.3

0.1

2.8

1.6

1.5

0.7

14.4

3.3

△5.2

△2.8

7.2

△15.1

3.5

1.0

△6.3

△6.1

△7.7

△15.0

△5.9

△0.1

1.1

21.6

△12.1

△12.4

△22.5

513.5

△15.0

△6.8

△3.8

36.3

△2.5

△5.5

△2.6

51.1

49.1

9.7

15.3

2.2

1.1

1.7

2.7

5.4

1.6

4.3

5.1

2.0

17.9

19.7

19.4

15.8

3.3

12.5

3.6

0.1

0.6

2.9

0.3

0.2

0.0

11.3

69.3

61.5

3.5

100.0

3.0

103.0

51.9

50.1

9.9

15.4

2.3

1.2

1.5

2.7

5.5

1.7

4.6

5.3

1.8

17.8

20.3

19.5

15.2

3.1

12.1

4.3

0.1

1.5

2.7

0.8

0.8

△0.0

10.0

70.3

62.6

2.3

100.0

4.8

104.8

53.3

51.4

10.4

16.0

2.4

1.2

1.8

2.8

5.4

1.7

5.1

4.6

1.9

18.4

19.5

18.8

14.4

2.7

11.7

4.4

0.1

1.9

2.5

0.7

0.6

0.1

8.7

67.2

61.7

3.3

100.0

4.6

104.6
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特　　　集

Ｑ.　市場価格表示と要素費用表示の違いは何ですか？

Ａ. 　「市場価格表示」とは、文字通り市場で売買される価格によって評価す

る方法です。

　また、「要素費用表示」とは、生産のために必要とされる要素（労働・

資本など）に対する費用（賃金・利潤など）によって評価する方法です。

　市場価格表示では、要素費用表示に比べ、生産・輸入品に課される税が

含まれている分だけ高くなり、反対に産業への補助金があれば、その分だ

け低くなります。

府民経済計算の概念と相互関連図
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